
別紙様式１(日本工業規格Ａ４縦型) 
平成年１８度再チャレンジ支援地域モデル事業計画書  

 
                         都道府県・政令指定都市：京都府 

１．事業の全体像 
（事業の名称） 
 ・育児女性等再就職支援事業 
（事業実施主体・連携協力機関等） 
 ・京都府 
 ・(財)京都府民総合交流事業団 京都府女性総合センター 
（主な事業実施場所） 
 ・京都府女性総合センター 京都テルサ（京都市南区）内 
（実施にあたり組織する会議、協議会、組織等） 
 ・女性チャレンジネットワーク会議における就業、起業関係団体を中心

 とした構成団体による会議を開催 
  （別添「京都府の女性チャレンジ支援策の取り組み経過」参照） 
  ※その他、全体図画を添付 

（事業の目的と現状） 
 ・内閣府の「女性の再チャレンジ支援プラン」をはじめ、「新京都府雇用 
 創出・就業支援計画」及び「緊急こども対策」に基づき、出産や育児、

 介護等のために仕事を離れた女性が、安心して再就職又は新たに就職す

 るための就業支援を行う。 
（参加対象女性層、人数等） 
 ・出産や育児、介護等のために仕事を離れた女性で、再就職等を希望す

 る概ね３０歳代の者。 

（女性が支援を受けやすくなるための工夫等） 
 ・ミニセミナー開催日や相談日（定期的）に保育ルームを設置し、子育

 て中の女性が安心して相談やセミナー受講が可能になる環境を整える。

 ・京都市内にある女性総合センターでの再就職拠点施設に加え、身近な

 場所で気軽に立ち寄れる情報提供窓口「地域スポット（仮称）」等を設

 置し、府内各地域で出張相談やミニセミナー等、再就職等を希望する女

 性への支援を図る。（「地域スポット（仮称）」は府単費） 
 ＜具体的例＞ 
  ・京都市内の交通の要所に拠点施設を新設 
  ・地域スポット（仮称） 
  ・ミニパートバンク（府内南部、府設置）への出張相談等の実施

  ・ジョブカフェサテライトへの出張相談等の実施 
  ・商店街空き店舗等の活用による出張相談、セミナー等の実施 
  ・マザーズハローワークとの連携 

 

２．事業のねらい 
・特色 

（事業の成果目標・評価への考え方） 
 ・再就職 別添「女性の再就職支援目標の設定について」参照 
 ・起 業 「女性チャレンジ相談」における起業に関する相談人数

        年間 １２０人 
        女性総合センターで実施する「起業家セミナー」修了者



       で１年以内に収入起業により収入を得るに至った者 
     （目標）参加者３０人 うち起業した人数 １５人（５０％）

３．事業内容・ 
  年間スケジュール 

（情報提供） 
 ・女性総合センター内に再就職支援コーナーを配置（平成１８年９月～） 
   週６日 ９：００～１９：００（センター開館日に合わせ水曜休）

   情報検索用パソコン、図書、資料等の配置 
（相談事業） 
 ・同センター再就職支援コーナーに 
  ①主に再就職相談に対応するキャリアカウンセラーを配置 
   週５日（水・日休） ９：００～１７：００ 
  ②子育てや介護などの両立支援相談員を配置（府単費） 
   週５日（水・日休） ９：００～１７：００ 
  ③起業、ＮＰＯ等の相談は従来の「チャレンジ相談」で対応 
   週２日（火・土実施）９：００～１７：００（府単費） 
（セミナー、講座等） 
 ・同センター内でミニスキルアップセミナー等を随時開催 
（その他） 
 ・「地域スポット（仮称）」等においても、再就職、起業をはじめとする 
 様々な分野での情報提供、相談、ミニスキルアップセミナー等を実施す

 る。 

 

４．事業の連携体制 
（関係支援機関等との連携方法、役割分担） 
 ・平成１６年度設置の女性チャレンジネットワーク会議における就業関

 係の団体等との連携の充実を図る。 
 （１）京都労働局（マザーズハローワーク・ハローワーク） 
   → 求人情報の入手、職業紹介での連携、求職者の相談の受け入れ

 （２）（財）２１世紀職業財団 
   → パートタイム希望者への情報提供 
 （３）若年者就業支援センター（ジョブカフェ） 
      → 上記機関は女性総合センターと同じ「京都テルサ」内にあり、 
    就職カウンセリングやスキルアップセミナーの相互受講などで連

    携する。 
 （４）（独）雇用・能力開発機構、府能力開発課 
     → 上記機関は女性総合センターと同じ「京都テルサ」内にあり、 
    雇用能力開発機構が行っている職業適正診断の利用や、キャリア

    アップに関するセミナー等の受講紹介を行う 
     また公共職業訓練についても母子家庭等の母親を対象とする、

    保育ルーム付き職業訓練の受講紹介を行う。 
 （５）母子家庭等自立支援センター、府乙訓パートバンク 
   → 相互に利用案内、情報提供を行う。 
 （６）商工関係団体等 
   → 起業を目指す女性に対し、女性総合センターで実施する「女性

    チャレンジ相談」、「起業セミナー」や「起業を目指す女性の交流 
    サロン」（毎月第一土曜日開催）への案内 
     商工会議所、（財）京都産業２１、国民生活金融公庫とは各種専 



     門相談や支援制度を紹介で連携する。 
 （７）ＮＰＯ等 
   → 「地域スポット（仮称）」の運営をNPOとの協働により実施 

５．備考 
（事業総額概算及び内閣府負担分概算（千円）） 
  １３,４５０千円（うち内閣府負担分 ８,０００千円） 
 ＜内閣府負担分＞ 
  ①キャリアカウンセラー人件費：２,８００千円 
  ②セミナー等開催経費：３,１５０千円 
  ③キャリアカウンセラー活動費：３５０千円 
  ④消費税（①～③×５％）：３１５千円 
  ⑤保育ルーム設置経費：１,０５０千円 
  ⑥事務費：３３５千円 
 ＜府負担分＞ 
  ⑦両立支援相談員人件費：２,１００千円 
  ⑧両立支援相談員活動費：７００千円 
  ⑨新聞紙面購入、チラシ等広報費：２,６５０千円 
   ※別途「地域スポット（仮称）」設置費を６月補正要求予定 
（その他） 
 ・６月府議会で補正要求予定 
 ・事業実施期間：平成１８年９月（予定）～平成１９年３月 

 

６．担当部課等 
（所在地） 京都市上京区下立売通新町西入 
（部課室） 京都府 府民労働部 女性政策課 
          府民労働部 雇用対策プロジェクト 
（担当者） 女性政策課：矢野担当係長 
      雇用対策プロジェクト：柴田課長補佐 

注）１ 分量は、Ａ４版２～３枚程度でお願いします。 
２ 参考資料があれば添付してください。 

 



「育児女性等再就職総合支援事業」の事業展開イメージ ～｢京都テルサ｣の総合的な活用～

各種機関・団体等との連携 ＝「女性チャレンジネットワーク会議」(⑯～)を充実

        　　　　【「京都テルサ」の特色】

・JR京都駅、市営地下鉄駅、近鉄駅に近接
・若年者就業支援センター、府女性総合センター、
  雇用・能力開発機構等の公的就業支援機関や
　労働相談機関等が入居のため協力・支援が容易
・ホール、大小貸会議室、セミナー室、レストラン、
  保育ルーム、駐車場等の施設を完備
・各種フィットネスクラブの施設を併設

　雇用や能力開発に関する各種の相談・支援等

 ○キャリア形成支援コーナー
 　　 ・職業相談
 　　 ・職業適性診断
 ○ ＩＴ学習コーナー
 　　 ・ワード、エクセル基礎等

【対象】
　学生及び概ね３０歳未満の学卒
未就職者、早期離職者、フリーター
等

【サービス内容】
 ○ 情報提供
 ○ カウンセリング、専門相談
 ○ セミナー、キャリアアップ研修
 ○ 無料職業紹介

 ○各種講座、セミナーの開催
 　　（人材育成やネットワークづくり）
 ○ 女性の悩みに対応する一般相談、専門相談
 　　ＤＶｻﾎﾟｰﾄライン等
 ○ 働きたい･起業したい女性のチャレンジ相談
 ○ 女性チャレンジオフィスの設置
 　　（起業やＮＰＯ法人の設立等の支援）

若年者就業支援センター
（ジョブカフェ）（西館３Ｆ）

府女性総合センター（東館２Ｆ）

雇用・能力開発機構京都ｾﾝﾀｰ(西館３Ｆ)
  概ね３０歳未
  満の求職者
  の就業支援

 協力、支援

 バックアップ

京都テルサ（勤労者総合福祉センター）

【府関係（就業支援・能力開発）】
・乙訓ミニパートバンク
・母子家庭等自立支援センター
・府立高等技術専門校　等

【国関係（就業支援・能力開発）】
・(財)２１世紀職業財団　　・ハローワーク
・マザーズハローワーク　 ・私のしごと館　等

【その他（地域拠点）】
・女性就業支援関係ＮＰＯ法人
・商工業関係団体　等
　(商工会議所、（財）京都産業２１、国民生活金融公庫等）

講座やセミナー、相談等の参加者用
（６ヶ月～就学前の子供が対象）

保育ルーム（東館１Ｆ）

　労使関係の諸問題等について労働者からの相
談に応じるため、専任の相談員を配置。フリーダ
イヤルの導入や弁護士による法律相談を実施。

京都中小企業労働相談所(西館３Ｆ)

【対象】
　出産や育児、介護等のために仕事を
離れた女性で、再就職を希望する概ね
３０歳代の者

【サービス内容】
 ① 各種の情報提供
 ② カウンセリング、両立支援相談
 ③ 再就職支援セミナー
 ④ スキルアップセミナー

女性再就職支援コーナー（新設）

 施設の利用

連携
支援

ｼﾞｮﾌﾞｶﾌｪ北部ｻﾃﾗｲﾄ(地域拠点)

 連携

補
完

 相談  紹介

相談者・求職者等
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女性の再就職支援目標の設定について 
 
 
１ 考 え 方 
 
   出産・子育て期における就業者の減少である、いわゆるＭ字型カーブを解消していく  

ためには、特に再就職率の低い３０代の女性の就業支援を強化し、２０代、４０代の水  準

に近づけることを目標として設定する。 
     加えて女性チャレンジ支援の拠点施設としての、女性総合センター利用者の増加を見 

 込む。 
 
２ 具体的な設定目標（平成１８年９月～） 
 
 (1) 「育児女性等再就職支援事業」(仮称)による再就職支援目標について 
  ▲再就職支援対象者人数 １,２００人/年 （⑱は７００人／７ヶ月） 
   （積算内訳） 
    ①カウンセリング者 １００名（女性総合センターにおける⑯労働相談件数相当） 
    ②再就職支援セミナー受講者  ３００名（月２回、計１５回程度） 
    ③スキルアップセミナー受講者 ２００名（月１回、計１０回程度） 
    ④出張相談等利用者 ６００名（⑯ﾐﾆﾊﾟｰﾄﾊﾞﾝｸ利用者数の約１割程度） 
  ▲再就職人数 ２００人/年  （⑱は１１０人／７ヶ月） 
   （積算内訳） 
    ・女性の年齢別再就職率（求職者に占める再就職者の割合：全国１９９９年）  

 年 齢 層  再就職の割合  

   ～２９歳 
 ３０～３９歳 
 ４０～４９歳 
 ５０～５９歳 

   ７６．１％ 
   ５４．３％ 
   ６９．４％ 
   ６３．５％ 

 
 
 
 ←１０％程度引き上げることを目標 

 
    ・府内の３０～３９歳の求職者：１５,５００人（京都府２００２年） 
    ・「新雇用創出・就業支援計画」に基づき、関係機関とも連携し、各種の再就職支  

   援の取組を行うことにより、常用雇用ベースで、毎年約４００人規模の再就職者    

 の上積みを目指す。〔（15,500人×10％×1/4年)の1/2程度を目標とする。〕 
        ※ 上記再就職支援対象者数の内数で、「マザーズハローワーク」との連携分を含む。 
 
 (2) 女性総合センターの利用者増加数について 
  ▲目標人数 ６００人/年  （⑱は３５０人／７ヶ月） 
   （積算内訳） 
    ①各種相談事業  約３５０人（⑯延３,４６８人の約10％程度） 
    ②図書情報資料室等利用者  約２５０人（⑯延２,１８８人の約10％程度） 
 



 
京都府の女性チャレンジ支援策の取り組み経過 

 
 
 
 ◆平成１６年度（実績） 
   内閣府の「地域におけるチャレンジ・ネットワーク環境整備推進事業」のモデル地域（全国４

  府県）の指定を受け、雇用、起業、ＮＰＯ、ボランティア、農林など様々な分野で、女性のチャ

  レンジを支援する「京都府女性チャレンジネットワーク会議」（※）を立ち上げた。 
      また、女性総合センターにおいて「女性チャレンジ相談」（府単費）を開始。 
 
  ◆平成１７年度（実績）    
     「京都府女性チャレンジネットワーク会議」の継続と、この会議の起業、ＮＰＯ分野での構成 
    団体と連携により、女性総合センター内に起業、ＮＰＯ創業を目指す女性のインキュベート施設

  「京都府女性チャレンジオフィス」全６ブースを設置 
    「女性チャレンジ相談」では、１０月から府北部地域での出張相談（年間１２回）を開始 
 
     内閣府「女性の輝く地域づくり」事業の対象地域に舞鶴市が選ばれ（全国３箇所）、女性の参

  画による地域づくりのモデル事例としてビデオ収録し、全国へ配布予定   
 
  ◆平成１８年度（計画） 
     「女性チャレンジネットワーク会議」において、特に雇用分野での連携の充実を図り、女性再 

 就職支援について具体的な成果につながる支援を検討中。 
 
 

 （※女性チャレンジネットワーク会議） 
 ○就業分野：京都労働局・（財）２１世紀職業財団・府若年者就業支援センター・府社協（母子 
       家庭等自立支援センター、福祉人材・研修センター） 
 ○能力開発：雇用・能力開発機構 
 ○起  業：京都商工会議所・（財）京都産業２１ 
 ○ＮＰＯ  ：きょうとＮＰＯセンター・働きたいおんなたちのネットワーク 
 ○ボランティア：府社協（ボランティア課） 
 ○農  林：農業会議 
 ○協働参画：ウイングス京都・府婦人教育会館 
 ○事務局  ：女性政策課・府女性総合センター 

 
 




